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研究成果の概要（和文）：　ネット通販の配送施策をまとめ、配送サービスに応じた配送料金の設定とそれに応
じた消費者の選択行動を評価する仕組みを構築した。また、時間と共に商品価値の低下を示す「陳腐化」の理論
も援用して、ネット通販における時間に関する費用の概念についての整理を行った。また、各施策の導入による
社会的な費用と便益変化する要因についても整理を行った。
　そのうえで、各種報道や既存文献の推計データを参照しつつ、消費者への配送サービス需要に関するアンケー
ト調査を行った。その結果、宅配ロッカーやコンビニ受け取りといった消費者の「賢い受け取り方選択」が促進
されている状を確認した。

研究成果の概要（英文）：　Firstly, we summarized some delivery measures for online shopping. Then, 
we  developed frameworks for evaluating consumers' selection behavior for delivery services of 
online shopping. We also summarized the effect of time and price on product selection behavior in 
online shopping based on the conception of "obsolescence" and the value of time. In addition, the 
social costs and the factors that might change the benefits to introduce each measure were also 
discussed.
　In addition, we estimated the demand for delivery services for consumers. As a result, consumers'
 "smart choice of receiving items", such as picking up at parcel lockers or convenience stores, was 
promoted. In addition, we have confirmed that discounts for delivery charge have a little effect on 
the promotion of parcel lockers usage.

研究分野：物流（ロジスティクス）

キーワード： インターネット通信販売　宅配便　配送オプション　宅配ロッカー　受け取り方

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究の成果は、消費者の配送オプション選択行動における実態の一端を明らかにすることで、今日社会問題
となっているラストマイルネットワークにおける宅配便事業者をはじめとした配送事業者の負担、そして貨物交
通増加に伴う混雑や環境負荷の増大を軽減する一助となるものであると考える。
　また、インターネット通販のマーケティング面で研究されるｋとおが多かった消費者の選択について、ロジス
ティクスの面からの研究を加えたという意味で学術的にも意義がある研究であると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 
宅配便事業者のネットワークを想定したシミュレーション分析は、たとえば徳永ら（1995）や
宮武（2013）が、宅配便の幹線輸送部分におけるトラックの集約化によって削減する走行台キロ
を数量的に評価していた。また、滕ら（2014）や宮武ら（2016a）は、配送部分のネットワーク
において、不在率等を考慮した効率的な配送モデルの評価を行った。しかし、これらは事業者の
視点からの研究であり、社会的な交通量への影響等に関する言及は限定的であった。 
宅配便の貨物交通削減の社会的な影響については、欧州でかねてから議論されていたが、近年
は日本でもネット通販の増加に伴って注目されており、林・根本(2015)は、ネット通販による交
通増加要因・減少要因を、いくつかの既存研究を基に整理して、混雑等の社会的な悪影響をもた
らすことが主張し、Miyatake et.al (2016)や宮武ら（2016b）は、ネット通販と実店舗での買物
行動の比較や配送料金が、消費者の配送サービスの選択行動に影響を与えることを提唱してい
るものの、集計的な調査については十分に進んでいなかった。 
 
 
 
２．研究の目的 

 
インターネット通信販売（以下、ネット通販）が多くの消費者に利用されている現在、宅配便
をはじめとしたネット通販物流も、貨物流動全体の中で大きな割合を占めている。しかし、宅配
便の貨物交通の増加に関する社会的影響は限定的な範囲でしか判明していなかった。 
本研究は、欧米における貨物・買物交通に関する社会的影響のシミュレーションとその評価手
法をサーベイするとともに、配送にかかる費用を明確にした（配送費用を「見える化」した）料
金体系が、合理的な消費者の配送サービス選択を促し、合計での交通量の削減と消費者のネット
通販の利用しやすさ（消費者便益）の向上に寄与することを示すことで、望ましい配送サービス
のあり方を提案することを目的とした。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
既存研究成果を踏まえ分析概念を確認すると共に、海外における配送施策の事例やネット通
販に対する政策的な方針について整理することで、本研究で分析対象とするネット通販の配送
施策をまとめ、配送サービスに応じた配送料金の設定、それに応じた消費者の選択行動を評価す
る仕組みを構築した。また、時間と共に商品価値の低下を示す「陳腐化」の理論も援用して、ネ
ット通販における時間に関する費用の概念についての整理を行った。 
 さらに、各施策の導入によって変化すると考えられる、消費者の配送サービスの選択行動、ネ
ット通販の利用頻度、その結果生じる貨物交通と買物交通の増減、さらに交通量の変化に伴い、
社会的な費用と便益変化する要因についても整理を行ったうえで、事業者のデータを得ること
は困難であったため、各種報道や既存文献の推計データを参照しつつ、消費者への配送サービス
需要に関するアンケート調査を行った。今回は、ヤマト運輸や日本郵便、さらに近年では Amazon
のようなネット通販事業者も設置数を増やす「宅配ロッカー」に関して、消費者のネット通販の
利用頻度などを確認しつつ、①宅配ロッカーが通勤・通学途中にある場合、②宅配ロッカーが通
勤・通学ルートでない自宅から徒歩 5分圏内にある場合、③宅配ロッカーが通勤・通学ルートで
ない自宅から徒歩 10 分圏内にある場合で消費者が宅配ロッカーの利用意志があるかを確認した。
また、利用意志がない回答者に対しては、さらに配送料金の値下げが行われた場合に利用意志が
変化するかについても確認を行った。 
 
 
 
４．研究成果 
（１）消費者のネット通販における購買行動に関する整理 
 消費者は商品を購入する際に、どこで買うか、またどのように買うかなど、いくつかの選択肢
を持つ。そしてその選択は、消費者が商品を購入する際の、いくつかの要因に影響されて決定さ
れるであろう。 
 たとえば、商品がすぐに必要である（即要性がある）場合、消費者は商品を入手するまでの時
間がかかるネット通販ではなく、最寄りの実店舗で直接購入しに行くかもしれない。また、店員
や一緒に買物に出かける人との交流を楽しむような、買物をする時間自体に価値を見出す場合
も実店舗での購入という行動を選択する可能性もある。 
 ネット通販を利用する場合、商品を実際に入手するまでの時間（配送時間）が必要となるため、
即要性が高いと利用に適さない場合もあるが、近年では注文後数時間以内に配達を完了するよ



うなネット通販の即配サービスも多く利用され
ている。ただし、このような即配サービスは、通
常のネット通販と比べると、サービス提供エリア
が限定されていることが一般的である。 
この他にも、商品の価格差や比較の容易さ、ア
クセス可能な実店舗の営業時間や品揃え、実店舗
までの移動そのものの費用や時間に対しての価
値、商品の実物を確認する必要があるか否かなど
も、実店舗かネット通販の選択に影響するであろ
う。 
 さらには、自宅の宅配ボックスの有無、配送さ
れた商品を対面で受け取る時間の有無、コンビニ
エンスストアや共用宅配ロッカーなどの指定受
取場所へのアクセス性、購入した送品の重量
や大きさなどが、どのような配送サービスを
選択するかに影響すると考えられる（図 1）。 
 
（２）消費者のネット通販配送オプション選択に関する整理 
Lewis(2006)、Barclays(2014)などでは、配送料金の安さは消費者のネット通販サイトの選択
に正の影響を与えることが示唆されている。また Xiao et al.(2018)は、受取専用拠点での受取
サービスの満足度に与える影響を消費者宅からの距離という要素などから分析しているが、2km
以内の範囲に受取拠点がある場合は受取サービスの満足度に正の相関がみられたものの（近い
ほど満足度が高い）、近すぎると負の相関がみられた。 
日本においても、都市部の消費者ほど配送オプショ
ンが選択されていない状況を示唆するデータが見ら
れる。国土交通省が 2017 年 10 月以降半年ごとに調査
している再配達の比率に関する調査では、都市部・都
市近郊・地方と調査エリアを分けて再配達率について
調査を行っているものの、地方部では若干の再配達率
が減少傾向にあるものの、都市部・都市部近郊はほと
んど減少の傾向が見られない（図 2）。 
 2017 年の内閣府が実施した再配達に関する世
論調査によると、1,803 人の回答者の内 73.3%が、
全体の宅配便の 2 割程度が再配達となっている
現状を問題であると認識している。しかし、同調査において、配送日時や受取場所の変更やコン
ビニエンスストアでの受取を利用したことがないと回答した割合も 68.1%は「いずれも利用した
ことがない」と高い。 
 
（３）宅配ロッカーの利用動向 
内閣府（2017）の調査によると、公共スペースの宅配ロッカーの利用率は 0.7%に留まり、ま
た利用したことがないという回答者（1,790 人）に住居や職場の近くに設置された場合の利用可
能性を質問したところ、約半数の 50.9%が利用したくないと回答していた（図 3）。また、各回当
者を地域別に確認したところ、大都市ほど公共宅配ロッカーを利用したいという傾向が強かっ
たが、東京都区部ではむしろ、利用について肯定的な意見が少なくなる結果とった（図 4）。 

 
 これらの結果からも、一定の消費者が再配達問題に対して問題視し、また配送効率化施策を利
用したいという意志は持ちつつも、利用の手間などの問題から実際の利用にまで至っていない
実態がうかがえる。 
このような消費者に対して、料金の割引、すなわち経済合理的なメリットがあった場合の選択
変化があるかを調査するため、2019 年 11 月 25 日から 27 日にかけて、1都 3 県の 20 代から 70
代以上の 6 世代に各 110 前後のサンプルで計 664 サンプルを集めて調査を行った。その結果、
宅配ロッカーの利用者は 39 人で回答者の配送施策の選択意識を確認するため、コンビニ受取の
利用についても確認したところ、利用経験ありは 153 人（23%）、なし 511 人（77%）にとどまっ
た。 

図 1 消費者の購入チャネル選択フロー 

図 2 日本国内の再配達率の推移 
出典：国土交通省発表資料より 

図 3 宅配ロッカーに対する利用者の意識 図 4 宅配ロッカーに対する利用者の意識（地域別） 
出典：共に内閣府（2017） 



 本調査ではさらに、①宅配ロッカーが通
勤・通学途中にある場合、②宅配ロッカー
が通勤・通学ルートでない自宅から徒歩 5
分圏内にある場合、③宅配ロッカーが通勤・
通学ルートでない自宅から徒歩 10 分圏内
にある場合で消費者が宅配ロッカーの利用
意志があるかを確認した。その結果、図 5の
ように通勤・通学経路にあれば利用したい
という回答者は 188 人（28%）、自宅から徒
歩 5 分圏内であれば利用するという回答者
は 209 人（31％）、通勤・通学経路または自
宅から徒歩 10 分圏内であれば利用すると
いう回答者は 78人（12%）となった。 
 また、それぞれのケースにおいて「利用しない」と答えた回答者に、配送料金が 400 円として
いくらになれば利用するか、という質問を行ったところ、表 1のように料金の割引で利用すると
答えた回答者は限られた。 
 

表 1 配送料金の割引を行った場合の消費者の選択変化 

 割引後の配送料金 

（人） 350 300 250 200 150 100 50  
割引があっても 
利用しない 

通勤・通学路 5 6 4 19 2 52 35 353 

家から 5分 2 7 1 11 5 39 27 363 

家から 10分 5 1 6 36 6 38 34 460 

 
調査方法も違うので一概に比較は難しいものの、コンビニ受取や宅配ロッカーの利用に関し
ては、今回の調査での利用者というのは過去の政府調査などよりも高い数字が明らかになった。
これは、配送オプションの単純な認知度が向上したこと、宅配ロッカーについては消費者のアク
セス性が高まった結果であると考えられる。すなわち、配送効率化施策による事業者の削減費用
等を基に、宅配ロッカーやコンビニ受け取りといった消費者の「賢い受け取り方選択」が促進さ
れている状況が明らかになった。 
また、料金の割引設定で効率的な受け取り方を行うと答えた消費者よりも、料金に関わらず
「使い慣れない」等の理由から利用したがらない消費者の方が多く、「サービスを受けるまでの
煩雑さ」や「設定する手間」が、受け取るまでの費用として大きいことがうかがえた。 
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